
１．はじめに

農業・農村振興における集落機能の役割については，

戦後，自作農主義に基づく農地改革が実施されて以降，

それを否定していくことが「農業の近代化」の課題となっ

ていたが，高度経済成長による農地価格高騰と農家の兼

業化により，大規模個別自作経営が困難になってくると，

国際化の中で効率的な農業経営を推進していくためとい

う積極的な視点で集落機能が評価されるようになってき

た１）．つまり，個別自作経営は，それが兼業化，高齢化に

より不可能になった農家の農地を借地し，農作業を受託

することによって大規模化を進めていき，他方，そうし

た個別経営による大規模化の対応が出来ない所では農家

同士が自ら任意組合や農業法人という組織を作ることに

より大規模化による効率経営を目指したが，そこにおい

て農業生産を継続していくためには集落機能が不可欠で

あることが明確になってきたのである２）．

こうした事態の認識は，政策面で１９９９年の食料・農業

・農村基本法において明らかにされたが，研究面ではそ

れ以前から農村社会研究分野を中心に集落機能研究が行

われ，日本農業発展における集落の機能についての指摘

がなされてきた３）．ただ，そこにおいてその機能は明らか

にされてきたものの，機能発揮の条件を明らかにするこ

とが不十分であったために集落機能発揮を実現させてい

く過程の考察が求められている．

こうした集落機能発揮条件とその実現過程を明らかに

するために集落を組織基盤にした農業・農村組織が分析

対象となるが，本稿では，その代表的形態である集落型

農業法人の存立基盤についての考察を行うことにする．

つまり，集落型農業法人は，集落機能を発揮出来ている

具体的存在であるために，その存立条件，特に集落を取

り巻く客観的条件としての農村構造の特質を明らかにす

ることにより集落機能発揮条件を明らかにし，その法人

設立・発展の条件を探ろうとするものである．以下，２０００

年農林業センサスを一つの基礎資料として，農業生産の

組織化が進む集落形態を明らかにし，次いで，わが国で

最も集落型農業法人の組織化が進む島根県を対象に考察

していくことにする．

２．集落型農業法人の設立状況

（１）集落型農業法人の定義

ここで述べる集落型農業法人とは，集落を基本的な組
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織範囲としそこに在住する農家が農業経営を法人形態で

組織化したものとする．具体的には，１９９２年に新政策

（「新しい食料・農業・農村政策の方向」）において示され

た組織経営体を法整備した１９９３年の農業経営基盤強化法

における特定農業法人である４）．つまり，新政策において

「望ましい稲作経営の展望」において今後１０年後に「地

域農業の基幹となる経営体」として「個別経営体」とと

もに「組織経営体」を示したが，それに対応する形で農

業経営基盤強化法では「認定農業者」と「特定農業法人」

を育成して新政策の方針を実現に向けて具体化した．特

定農業法人は，集落を基本的単位とした農業生産法人で

あり，小規模兼業農家や高齢者農家が多く存在している

地域で，すでにある任意組織の集落営農を法人化し，農

地集積の受け皿となる組織として設置されることになっ

た．その後の法改正で，現在，「担い手不足の地域で地区

内の農用地の過半数を集積し，集落等の地縁的まとまり

がある区域内の農用地について所有・利用等の権利を有

する者の３分の２以上が構成員となって組織される」こ

とにより，「認定農業者とみなす」農業生産法人となって

いる．さらに，２００４年４月から実施されている米政策改

革の担い手を，認定農業者とともに「集落型経営体」と

しており，「みなし認定農業者」である特定農業法人は，

認定農業者と同じ要件でこの政策からその恩恵を享受す

ることとなっている５）．

（２）集落営農存立の地域的特徴－集落型農業法人の組織

基盤－

集落型農業法人は，「集落等の地縁的まとまり」により

組織化されているが，それの組織化が任意組織の「集落

等の地縁的まとまり」である集落営農が存立基盤となっ

ていることから，その存立の一要因は集落営農の存立要

因をみることにより明らかとなる．２０００年における集落

営農の存立状況を農林水産省資料からみたのが表１であ

る．

ここで示す集落営農の定義は，表の注に示したもので

あるが，地方別に見ると北陸，近畿，中国の順に多いが，

主要作目が水稲・陸稲である稲作組織の割合が，中国，

北陸，東海の順に高くなっているため，その組織数は，

北陸，中国，近畿の順となる．１都道府県についてみると，

北海道が最も多く，北陸，中国の順になるが北海道は稲

作組織の割合が低いため，稲作組織数では，北陸，中国，

近畿の順となる．また，総農業集落数に対する集落営農

数を見ると，全国平均は７％余りで，北陸，近畿，北海

道，中国の順となっているが，稲作組織では北陸，近畿，

中国の順となる．これらのことから県領域，集落形態に

地方差があるという限定はついているが，ここに示す集

落営農は北陸，近畿に多く，稲作組織では，北陸，中国

が多く，その割合は中国が最も高くなっている．

次に，同じ資料で集落営農の組織内容をみたものが表

２である．

ここでは主として集落営農が多く存在する北陸と中国

表１ 集落営農の存立状況（２０００年）

総農業
集落数

集落営
農数計

内稲作
組織

稲作
割合

組織数／県 集落営
農割合

稲作集
落割合総計 稲作

全 国 １３５１６３ ９９６１ ７００２ ０．７０３ ２１１．９ １４９．０ ０．０７４ ０．０５２

都 府 県 １２８５２６ ９３１４ ６８３６ ０．７３４ ２０２．５ １４８．６ ０．０７２ ０．０５３

北 海 道 ６６３７ ６４７ １６６ ０．２５７ ６４７．０ １６６．０ ０．０９７ ０．０２５

東 北 １６９８２ ９９０ ５４０ ０．５４５ １６５．０ ９０．０ ０．０５８ ０．０３２

北 陸 １０６９６ ２００５ １６４２ ０．８１９ ５０１．３ ４１０．５ ０．１８７ ０．１５４

関東東山 ２５１４９ ２８９ １８０ ０．６２３ ３２．１ ２０．０ ０．０１１ ０．００７

東 海 １２００７ １０２２ ７７９ ０．７６２ ２５５．５ １９４．８ ０．０８５ ０．０６５

近 畿 １１３４７ １９３９ １２８７ ０．６６４ ３２３．２ ２１４．５ ０．１７１ ０．１１３

中 国 １８５８９ １７０３ １４１６ ０．８３１ ３４０．６ ２８３．２ ０．０９２ ０．０７６

四 国 １０４０６ １３４ ８７ ０．６４９ ３３．５ ２１．８ ０．０１３ ０．００８

九 州 ２２６２２ １２３２ ９０４ ０．７３４ １７６．０ １２９．１ ０．０５４ ０．０４０

（資料） 農林水産省「農業構造動態調査－集落営農－」，「２０００年世界農林業センサス第９巻」
（注）「集落営農」は「農業集落を単位として，農業生産過程における一部又は全部について共同化・

統一化に関する合意の下に実施される営農」で「農業機械の所有のみを共同で行う取組，栽培協
定，用排水の管理の合意のみの取組は含めない」とある．
「総農業集落数」は，「センサス」の数値
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を比較して特徴を示すことにするが，１集落営農の耕地面

積は，北陸は２６．２haで，都府県では東北，東海に次いで

大規模で，四国に次いで小規模で１５．２haの中国の１．７倍

となっている．このため，耕地面積が１０ha未満の組織率

は，中国が０．４５８で四国についで多くなっており，東北

に次いで少ない北陸の０．１７４と比べると小規模な組織が

多いことがわかる．また，作業請負面積について中国は

小規模で１ha未満の集落営農の割合が０．７５１と近畿に次い

で高く，そのため作業料金なしの割合が他と比べて高く，

作業請負面積も他と比べて小規模となっている．これら

のことから，北陸，中国とも１９戸以下の組織が多く，１

集落のみで組織される割合は北陸が０．８９２と近畿に次い

で高率であるが，農家１戸当たり規模と１集落当たり規

模は，中国に比べて北陸が大規模であるといえる．こう

した結果，中国の集落営農は，農産物販売収入なしの組

織が０．８８０と高く，オペレーターの人数も少なく，協業

経営体比率も少なくなっている．同じように集落営農の

存立は高率であるもののその内容は北陸と中国では大き

く違っており，その要因について以下，中国の島根県を

対象に考察していく．

３．島根県の集落型農業法人存立状況

（１）島根県における協業経営体型集落営農の存立状況

島根県における集落を単位とした農業施策は，１９５０年

代からすでにその必要性が指摘されており，１９６０年代に

は県の単独事業にもみられるようになったが，１９７５年に

はじまる農業県農業振興対策事業以降本格化するように

なった．それは「新島根方式」として全国からも注目さ

れるようになり，現在までそうした考えの農業政策が継

承されている．この結果，集落を単位とした農家間の施

設・機械利用から農業経営面までの組織化が進み，組織

形態が任意組織から法人組織まで多様な集落営農組織が

存立するようになった６）．これらのことが反映した結果と

して表１のように中国の集落営農が他地方より多く存立

する要因となったのである．ここで集落営農が組織化さ

れる要因を探るために協業経営体の存立状況をみたのが

表３である．

この表に示された田のある協業経営体型集落営農数と

表１の稲作組織数に表２の協業経営体率を乗じて出した

組織数を比べた場合，各地方ともこの表の方が多くなっ

ているが，この表は，表１，表２と違って推定値でないこ

とから実態を表しているものである．

この表から既述したように，中国は集落営農が多いも

のの協業経営体率が低いためにその数は，地方計におい

ても１県当たりでも全国および都府県の平均値を下まわっ

ている．表３の資料には，島根県のデータが掲載されて

いるが，島根の存立状況は中国平均を上回るものの全国

および都府県の平均を下回る状態である．そこで，集落

営農による集落の田の経営面積に及ぼす割合を見ると，

全国および都府県，この組織数が最も多い北陸では，１～

２割，３～４割という集落営農が多いのに対し，中国およ

び島根は１０割が最多となっており地域的差異を示してい

るのである．ここで集落営農の経営面積がほぼ集落の全

域に及ぶ９割以上という指標でみた場合，中国は，総数，１

県当たり数がともに北陸，東海に次いだものとなり，中

表２ 稲作集落営農の内容（２０００年）

協業経
営体率

１集落
組織率

１９戸
以下率

収入
なし率

作業料
金なし

１０ha

未満
作業１
ha未満

１集落
田 ha

１集落
請負田

オペレーター

なし １－２人

全 国 ０．１７３ ０．８１５ ０．３４４ ０．７８５ ０．２５２ ・・・ ０．６９３ ・・・ ７．４ ０．０９２ ０．１０３

都 府 県 ０．１７５ ０．８１６ ０．３３４ ０．７８４ ０．２４７ ０．２７１ ０．６９５ ２４．６ ６．９ ０．０９４ ０．１０５

北 海 道 ０．０６５ ０．７１８ ０．７３８ ０．８２６ ０．４８６ ０．２２４ ０．６１４ １０５．３ ３０．２ ０．０２９ ０．０５４

東 北 ０．１４３ ０．７７０ ０．３０２ ０．８６２ ０．１２５ ０．０６４ ０．５５３ ４３．０ １２．５ ０．０３９ ０．１８５

北 陸 ０．３２７ ０．８９２ ０．４１０ ０．６４８ ０．１４８ ０．１７４ ０．５３５ ２６．２ ５．５ ０．０１６ ０．０６４

関東東山 ０．０８６ ０．６１７ ０．１３４ ０．８６６ ０．００６ ０．２６８ ０．６３４ ２４．４ ６．９ ０．０３４ ０．０７８

東 海 ０．２２５ ０．６６２ ０．２３２ ０．６８４ ０．３５０ ０．２２５ ０．７０９ ２９．６ １６．９ ０．０７１ ０．０８

近 畿 ０．１８３ ０．９５９ ０．２０７ ０．７６３ ０．３１７ ０．３１９ ０．８８５ ２１．９ ２．１ ０．１６５ ０．０７５

中 国 ０．０５９ ０．７２５ ０．４３７ ０．８８０ ０．３０３ ０．４５８ ０．７５１ １５．２ ３．３ ０．０９１ ０．１６７

四 国 ０．１９１ ０．７８４ ０．３６４ ０．９０９ ０．４８０ ０．６０６ ０．７５１ １３．２ ４．０ ０．４５１ ０．０９１

九 州 ０．０７６ ０．８１６ ０．３６４ ０．９２５ ０．２４６ ０．２５９ ０．７０８ ２６．１ ８．０ ０．１６８ ０．０９６

（資料） 農林水産省「農業構造動態調査－集落営農－」２００２年３月
（注）「１０ha未満」の北海道は「３０ha未満」

谷口：集落型農業法人の存立基盤 １５



国平均を上回る島根は東海の数値並となるのである．つ

まり，島根をはじめとする中国は，協業経営体型集落営

農数は少ないものの，存在するものは，集落全領域と一

体となった形態のもので，その割合が他地方より多く，

集落そのものの稲作のウエイト，さらに稲作の地域内の

それが高いために農業生産や農村生活に影響をもつ文字

通りの集落営農組織が他地方より多く存在しているので

ある．こうした存立状況の中で，基本的に集落のほぼ全

域を組織単位とする特定農業法人という集落型農業法人

に形態変換するこの集落営農が多く，この法人数は中国

の島根，広島が全国一，二の組織数となっている．以下，

島根を事例に主にその物的な存立基盤についてみること

にする７）．

（２）島根県における集落型農業法人の存立状況

島根県における集落型農業法人である特定農業法人の

設立状況をみると２００２年度末現在表４のようになる．

この表に示されているように，２００２年度末現在，特定

農業法人は２５組織あり，１９９６（平成８）年に大和村で最

初に設立されてから，毎年３～５法人設立されて今日に至っ

ており，経営形態は有限会社が３法人で，残り２２が農事

組合法人である．これらの特定農業法人が設立されるま

でに何らかの話し合いがもたれ検討してきたが，それか

ら特定農業法人となったのは３法人で残り２２法人は何ら

かの集落営農をする組織が変化したものである．これら

の法人の集落との関係は，加入戸数が農家戸数を上回っ

ているものが４法人あり，内１法人は集落総戸数全員が

参加しており，この法人を典型とするこれらの法人は農

業生産，農村生活全体に影響力のあるものとなっている．

これと実質同じように集落農家の７５％以上が加入してい

るものは，１３法人存在し，その内，７法人は加入数が集

落総戸数の８割以上で，加入者が集落全般について関与

している農業法人で文字通りの集落型農業法人となって

いる．これに対し，これら集落営農の機能を事業実績に

より水稲・畑の経営面積，作業受託延べ面積をみると，

経営面積で２０ha以上あるものが２法人，１０ha以上２０ha

未満が９法人に過ぎず，残りの１４法人は１０ha未満となっ

ている．ただ，作業受託延べ面積は５０ha以上が３法人，２０

ha以上５０ha未満が３法人，１０ha以上２０ha未満が１法人，１０

ha未満が９法人あり，実績がないものが９法人となって

いる．これらの面積が集落の耕地のどれくらいであるか

をみると，ここで示した田の属地面積を上回る経営面積

をもつものは津和野町のNo．１，１８，１９法人のみである．

転作割合を３．５割とする場合，その属地面積を上回るの

は，木次町，平田市，羽須美村，弥栄町，柿木村のNo．２４

法人となる．この資料で木次町と平田市の経営面積は利

用権設定値で実績値ではないために，それ以外のところ

では，集落領域程度の経営を行っており文字通りの集落

型農業法人としての機能を果たしているのである．

表３ 協業経営体型集落営農の存立状況

集落営農による経営面積割合別（田） １県
当たり

９割
以上

同１県
当たり１～２ ３～４ ５～６ ７～８ ９ １０割 計

全 国 ４０１ ３９２ ２１６ ２２７ １５３ ２８２ １６７１ ３６ ４３５ ９

都 府 県 ４０１ ３９１ ２１３ ２２１ １５３ ２８２ １６６１ ３６ ４３５ ９

北 海 道 ０ １ ３ ６ ０ ０ １０ １０ ０ ０

東 北 １０２ ３３ ３５ １９ １３ ２１ ２２３ ３７ ３４ ６

北 陸 １１１ １８５ ６２ ６７ ４７ ８９ ５６１ １４０ １３６ ３４

関東東山 ３ ７ １４ ２５ ６ ２３ ７８ ９ ２９ ３

東 海 ３６ ３９ ４２ ４７ ４１ ５７ ２６２ ６６ ９８ ２５

近 畿 ８０ １００ ２４ ２０ １１ ２８ ２６３ ４４ ３９ ７

中 国 ２６ １０ １８ ２２ １７ ３７ １３０ ２６ ５４ １１

四 国 １６ ７ ４ ８ ３ ７ ４５ １１ １０ ３

九 州 ２７ １０ １４ １３ １５ ２０ ９９ １４ ３５ ５

島 根 県 ３ ０ ２ ７ ７ １４ ３３ ３３ ２１ ２１

（資料） 農林水産省「２０００年世界農林業センサス第９巻」
（注）「集落営農」は「農業集落を単位として、農業生産過程における一部又は全部について共同化・

統一化に関する合意の下に実施される営農」で「農業機械の共同利用、農作業の共同化、栽培協
定等、作業の一部に係る物は含めない」とある。０の沖縄は省略
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４．島根県の集落型農業法人存立基盤

（１）集落型農業法人の農地・水の利用構造

２００２年度末に２５となった集落型農業法人の物的存立基

盤をみるために２０００年における対象集落の農地および水

の利用構造をみたのが表５である．

この表は，「センサス集落カード」による集落区分であ

るために，実際の集落営農単位とは一致しないものもあ

るが，既存の資料では実態に最も近いものである．ま

た，２０００年段階で集落営農として機能していないものも

あるために，Cの項目が０となっているものもあり，個別

経営による稲作経営が行われていることが Aの項目に示

されてある．ここで Aと Cは，集落の田を集落内の個人

か集落営農組織で耕作されていることを示しており，B

の項目は，集落内の事業体により耕作されている入作と

なっている．Bの項目が０となっているのは，ここに示さ

れる２３の法人の内，１５法人と最も多く，１割以下のもの

は５法人，２割以下が２法人，３割が１法人となっており，

集落内の農地を利用する場合，集落内の構成員で決定す

ることが出来，このことが集落を単位とした組織的対応

を容易にしているのである．こうした農地利用構造に対

し，灌漑用水の利用についてみると各法人の河川流域の

位置についてみると最上流部に位置しているものが１５法

人となっており，他のものも中流域の河川合流部や下流

域に位置しているものはない．最上流部に位置している

表４ 島根県における集落型農業法人の概況

法人
No.

設置
市町村

総
戸数

農家
戸数

加入
戸数

水稲
ha

畑
ha

延受託 ha 属地田
面積 ha

法人化までの共同作業・組織（西暦）
法人
化年水稲 畑

１ 鹿 島 １７７ １４２ ６１ ５．３ ７．２ ３６．６ ３５．４ ９３．０ ７８味噌加工，９０（営） ２００２

２ 仁 多 ３３ ２３ ２３ ４．２ ０．２ ２６．３ － ２８．０ ３４・７５・９５（利）・０１（農） ２００２

３ 横 田 １８ １７ １７ ８．２ ４．２ ２．０ － １９．０ ８７とも補償実行組合・９５（営） ２０００

４ 木 次 ４０ ３７ ２０ １５．０ ０．３ ８．８ － ２０．０ 約２０年前から話し合い １９９８

５ 三刀屋 ２４ ２２ １８ ６．１ ０．８ － － １４．０ ７８（利），７９（営），８３加工所 １９９８

６ 頓 原 ２０ １９ ２０（４） ８．０ ４．１ ０．８ － ３１．０ ９５集落営農話し合い開始 １９９９

７ 頓 原 ・・・ ５４ ３２ ２２．９ １１．４ － － ６６．０ ９７（営）・（利），（有） １９９９

８ 平 田 ５０ ２７ ２３ １６．４ － － － ２０．０ （営），８５直売所，０１（有） ２００１

９ 佐 田 ８６ ６６ ２０ ＊１６．４ ＊２．９ － － ４８．０ ６５・８６作業受託組織 １９９８

１０ 大 和 ・・・ ２３ ２０ ５．６ １．４ － － ９．０ ８８話し合い開始，９５（営） １９９６

１１ 羽須美 ・・・ １２ ９（１） ７．８ ・・・ ＊９．８ － １０．０ ９０（利），９１（営） １９９６

１２ 弥 栄 ２５ ２５ ２４ １３．７ ７．１ － １．５ １６．０ ７５集落若手組織，７９（営） １９９９

１３ 益 田 ２１ ２１ １６ － ３．０ － － ９．０ ９８（営） ２０００

１４ 美 都 ４３ ３８ ９ ３．０ － ７．０ ０．２ １３．０ ９６（利），０２（有） ２００２

１５ 匹 見 ５１ ２３ ４ ５．０ － １２．８ ２．０ ２１．０ ９７（営） １９９９

１６ 津和野 ２７ ２０ １７ ４．６ － ７１．０ － ２７．０ ７８集落後継者会，８７（農） １９９７

１７ 津和野 ２２ １９ １６ １．８ － ５３．７ － １９．０ ８０後継者会，９０（営），９３（農） １９９７

１８ 津和野 ３７ ８ １９ １４．６ － １．２ － １４．０ ９６（営） １９９７

１９ 津和野 ２７ １４ ２１ １０．４ － ０．５ － ８．０ ７０（利） ２０００

２０ 津和野 １３ １３ １２ ４．３ － ２５．０ － １６．０ ８８（利） ２０００

２１ 津和野 ８０ ６３ ３０ ２．６ － ７．５ － ・・・ ９３（営） ２００１

２２ 日 原 ５８ ５３ ５８ ５．５ － － － ２３．０ ９４（営） ２００２

２３ 柿 木 ２０ ２０ １７ ９．０ － － － ・・・ ９２（営），９３（農） １９９７

２４ 柿 木 １８ １４ １３ ９．２ － － － １２．０ ９８検討開始 １９９９

２５ 六日市 １４ １２ ２ ６．０ ９．３ ２３．０ ９．３ １１．０ ９６（営），０１（有） ２００１

（資料） 島根県「しまね集落営農組織」http://www２．pref.shimane.jp/noushin/einou/list.html

農林水産省「２０００年世界農林業センサス集落カード島根県版」
（注） 資料からは，乾燥・調整・加工実績は省略．－は無し，・・・は不明，＊は推定，（ ）集落外内数

（利）施設機械利用組合，（営）営農組合・作業受託，（農）農事組合法人，（有）有限会社
法人化年は，特定農業法人設立年，（農）と同年の場合はこの項目のみ記入．
属地耕地面積は「集落カード」の集落区分による値．
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ということは，河川灌漑を上流域の集落に影響されずに

利用できるし，それを集落内部において決定できるので

ある．最上流域であるために水量が中下流域に比べて少

なく，河川灌漑の容易でないところは，それを溜め池灌

漑で補ってきた．それだけに集落全体で農業用水管理に

ついて管理する慣行が出来上がっていることからも集落

単位での農業生産，農村生活に組織的に行おうとする社

会構造が出来上がったのである．

（２）集落型農業法人集落の農業生産構造

集落型農業法人が存在する集落の農業生産構造につい

て示したものが表６である．

まず，これらの集落の耕作放棄地率をみると，県平均

を下回っている集落は，ここで対象となる３３集落の内，２９

集落で８７．９％におよぶ．これは，この農業法人や表４で

みたそれ以前からの組織的生産対応が耕作放棄地の存在

を防止しているのであり，特に，５集落，３法人では，耕

作放棄地が全く存在せず，２１集落，１５法人の全集落が県

平均の半数の４％以下となっている．この中で耕作放棄

地率が県平均を上回っている４集落の内，No．１，９法人

のものは，農家１戸当たり経営面積が少なく，高齢化を

示す６５歳以上の農家人口率が高くなっており，残りの

No．９，１３法人の集落は，小規模であるが高齢化率は県平

均をやや下回っている．ここで，これらの集落単独で法

人となっているのは，No．１３のみであり，これは表４でみ

たように稲作実績はなく，その結果，耕作放棄地率が高

くなっているようである．この他の集落は複数の集落と

ともに法人を組織しており，その総計でその地域の耕作

放棄地率を県平均以下にとどめている．

次に No．１２の法人は，法人に経営が移転され，個人農

家経営面積が少なくなっているが，高齢化率が５０％を上

回るにもかかわらず耕作放棄率は低くなっている．これ

と同じように経営面積が県平均以下で高齢化率が県平均

以上で経営条件が悪いNo．４，１０，１９，２４法人の集落は耕

作放棄率が低く，後者の二集落は耕作放棄地がない状態

である．これに対し，農家１戸当たりの経営面積が県平

均を上回るものは，No．１２法人を除く関係集落３１の内１８

で５８．１％，関係２２法人の内１３法人で５９．１％，また６５歳

以上の農家人口割合が県平均を下回っているものが関係

３３集落中１８集落で５４．５％，関係２３法人中１０法人で４３．５％

となっており，この両方とも県平均より好条件となって

いるのは，No２，６，８，１４，１８，２２，２５の７法人に過ぎな

い．これらのことから，これらの農業法人が存在する集

落は，経営規模と高齢化状況で県平均をやや上回ってい

る程度で特別に好条件に恵まれた農業生産構造のものが

組織化しているわけではないのである．

表５ 集落型農業法人の農地・水利用構造

No. 市町村名 集落名 A B C 流域 No. 市町村名 集落名 A B C 流域

１ 鹿 島 町 南講武 １０ ０ ０ ○ １２ 弥 栄 村 門田上 ０ ０ １０ ◎

北講武 １０ ０ ０ ◎ 門田下 ０ ０ １０ ◎

２ 仁 多 町 堀 １０ ０ ０ ◎ １３ 益 田 市 大峯破 ８ ２ ０ ◎

３ 横 田 町 大八川 ３ ０ ７ ○ １４ 美 都 町 三谷下 ９ １ ０ ○

４ 木 次 町 上槻 ４ ０ ６ ◎ 三谷中 １０ ０ ０ ○

下槻 ３ ０ ７ ◎ 三谷上 ８ ２ ０ ○

５ 三刀屋町 神代 ０ ０ １０ ◎ １５ 匹 見 町 下道川下 ９ １ ０ ○

６ 頓 原 町 門，瀬戸 ４ ０ ６ ◎ 下道川上 ９ １ ０ ○

７ 頓 原 町 迫，小才田，泉川 ９ ０ １ ◎ １６ 津和野町 奥ヶ野 ２ ０ ８ ◎

武智，奥畑，張戸 １０ ０ ０ ◎ １７ 津和野町 三歩市 １ １ ８ ◎

８ 平 田 市 定岡，金山 ７ ３ ０ ○ １８ 津和野町 下組 １０ ０ ０ ○

９ 佐 田 町 日の出 ９ １ ０ ◎ １９ 津和野町 下高野 ９ １ ０ ○

宮の部 １０ ０ ０ ◎ ２０ 津和野町 白井，木尾谷 １０ ０ ０ ◎

横見 ９ １ ０ ◎ ２２ 日 原 町 堤田 ９ １ ０ ◎

門曲 １０ ０ ０ ◎ ２４ 柿 木 村 向津 １ ０ ９ ○

１０ 大 和 村 比敷 １ ０ ９ ◎ ２５ 六日市町 桟敷 １０ ０ ０ ○

１１ 羽須美村 下戸河内 １０ ０ ０ ○

（資料） 農林水産省「２０００年世界農林業センサス集落カード島根県版」
（注） A：集落内の事業体による個別経営田面積割合，B：集落外の事業体によるもの（入作），C：集落営農による田面積割合，

◎最上流部，○上流部（集落，主水利河川の位置）
No.は法人番号で表４と同じ．
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（２）集落型農業法人集落の農村生活構造

集落型農業法人が存在する集落の農村生活構造につい

て示したものが表７である．

これによると，農家の経済的生活基盤としての農業所

得と農外所得の状況を Bの販売農家と Cの第二種兼業農

家に対応させ，県平均と比較してみると，それを上回る

集落は，前者では２０集落，関係３１集落で６４．５％，後者

では１５集落で４８．４％，両方上回るものは１３集落で４１．９％

存在し，専業の販売農家が県平均以上をやや上回るもの

の，表６の経営規模と６５歳以上農家人口の割合から大規

模ではない年金専業販売農家で高年齢層に達していない

人を中心に集落規模での農業法人化が進められたのであ

る．つまり，No．１２法人以外には経営面積が１～２haの農

家がいないのは，No．１０，１２法人のみで，これらの法人の

関係集落にはその経営規模の農家が存在し，その中で５ha

以上の経営面積の農家が存在するのが２集落にすぎず，

効率的農業経営のためには高齢化のことを考慮した場合，

組織化，法人化が合理的な集落なのである．

次に，集落の生活における利便性について５０００人以上

の人口集中地区（DID）までの時間（G），役場までの時間

（H），スーパーマーケットまでの時間（I）についてみる

と，すべての項目で１時間以上かかる集落はなく，役場

までの時間は３０分～１時間という３集落が最も遠いとこ

ろで他は３０分以内の地域となっており，その周辺の通勤，

買い物は全ての集落で可能となっている．この中で DID

までの時間が，１時間以上かかるのが１０集落，スーパー

マーケットまでの時間が１時間かかるのが４集落あり，

これら集落においては DIDへの通勤，スーパーマーケッ

トへの毎日の買い物は不便となっている．こうした程度

の利便性のある地域でこの農業法人が成立しているので

あり，表５でみたようにこれらの集落は，最上流部に多

くが位置することから，この程度の利便性が確保されて，

複数の１～２ha程度の農業経営者が存在する程度で１農家

では農業経営の継続が不可能で組織化が不可欠なところ

では，農地と農業用水の利用しやすい集落において農業

法人の成立が容易となっているのである．

５．まとめ

これまで，日本農業・農村の今後の継続的発展の担い

手として個別経営としての大型借地農経営体とともに小

規模農家の組織的な対応として集落機能を活かした集落

営農の必要性について多くの研究がされてきた．こうし

た集落営農は，組織化による効率的な生産の拡大ととも

表６ 集落の農業生産構造

No. 市町村名 集落名
１戸当
経営
ha／戸

６５歳以
上農家
人口％

耕作
放棄
地％

No. 市町村名 集落名
１戸当
経営
ha／戸

６５歳以
上農家
人口％

耕作
放棄
地％

１ 鹿 島 町 南 講 武 ０．７１ ２７．４７ ４．８ １２ 弥 栄 村 門 田 上 ０．０５ ４２．４２ －

北 講 武 ０．９５ ２７．７８ １．７ 門 田 下 ０．０３ ５５．５６ ３．３

２ 仁 多 町 堀 １．０９ ２９．１７ ３．８ １３ 益 田 市 大 峯 破 ０．４３ ３０．１４ ９．１

３ 横 田 町 大 八 川 ０．５１ ２８．９２ ３．３ １４ 美 都 町 三 谷 下 １．０９ １７．８６ －

４ 木 次 町 上 槻 ０．５５ ４４．４４ ４．７ 三 谷 中 ０．７７ ３０．００ １．４

下 槻 ０．４４ ２８．５７ ５．５ 三 谷 上 ０．５３ ２２．５８ １．２

５ 三刀屋町 神 代 ０．２８ ３０．１６ ６．５ １５ 匹 見 町 下道川下 ０．９１ ３７．５０ １．６

６ 頓 原 町 門、瀬戸 １．０１ ２９．６３ ３．５ 下道川上 １．０９ ３４．０４ ２．２

７ 頓 原 町 迫 等 ０．８６ ３８．１４ ４．７ １６ 津和野町 奥 ヶ 野 １．４１ ４６．０３ １．０

武 智 等 ０．７７ ２６．７２ １．８ １７ 津和野町 三 歩 市 １．２４ ３４．９２ ０．８

８ 平 田 市 金 山 等 ０．９４ １９．３３ １．１ １８ 津和野町 下 組 １．６３ ２９．５５ ０．８

９ 佐 田 町 日 の 出 ０．６８ ３４．７８ ９．８ １９ 津和野町 下 高 野 ０．６８ ４１．４６ －

宮 の 部 ０．５３ ２９．３３ ８．１ ２０ 津和野町 白 井 等 ０．８７ ３７．１０ １．４

横 見 ０．７３ ２７．６６ ７．７ ２２ 日 原 町 堤 田 ０．８９ ２９．９４ ３．３

門 曲 ０．５８ ３０．６１ １３．６ ２４ 柿 木 村 向 津 ０．４６ ３６．１１ －

１０ 大 和 村 比 敷 ０．３５ ３９．２９ ５．５ ２５ 六日市町 桟 敷 １．４２ ２１．２８ －

１１ 羽須美村 下戸河内 ０．８８ ５６．５２ ６．６ 島 根 県 ０．６９ ３１．７２ ８．４

（資料） 農林水産省「２０００年世界農林業センサス集落カード島根県版」
（注） 耕作放棄地率＝耕作放棄地＊１００／（経営耕地＋耕作放棄地）
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に生産および流通費用を低減させてきており，その経営

形態も協同組合的な任意組織から組織自体が権利義務の

主体となる法人化も進展させてきた．こうして集落営農

は，国民経済的にみて経済合理的な機能を果たしてきた

し，それの実証的研究もされてきた．しかし，こうした

社会的機能を果たす集落営農といっても地域的に全く同

一な形態ではなく，地域に見合った形で進展しており，

組織的性格に合わせた支援策も必要であるが，こうした

研究の蓄積はこれまで不十分であった．このような観点

で集落営農そのものとその代表的な形態の一つである集

落型農業法人の存立基盤について考察してきた．この考

察により明らかにされたことは以下のとおりである．

まず，集落営農の発展状況を現在の存立状況の特徴を

見いだすことで明らかにした．それによると集落営農は，

地方別総数では北陸，近畿が中国より多いが，稲作組織

になると中国が北陸についで多かった．これを１都道府

県でみると北海道が最多となるが，ここは稲作が少ない

ため，稲作組織になると北陸，中国が多くなっていた．

次に，稲作集落営では中国は，組織数は多いものの，１

集落営農当たりの田の面積は，都府県平均の６割強に過

ぎず，１９戸以下の組織数が多く，農産物販売収入がなし

の割合，１０ha未満の割合においてそのことが確認され，

その結果，協業経営体となっているものが全国最低の割

合となっていた．

こうした中で，協業経営体型集落営農を見ると中国の

中では比較的多く存在する島根県も総数では全国平均で

あるが，集落営農そのものが集落をカバーする割合は，

中国，島根県ともに高く，集落全域に影響力のある文字

通りの組織となっていることが明らかとなった．こうし

た集落営農の存在状況を島根県の集落型農業法人を事例

に見ると利用組合，農作業受託組合という過程を経て農

業法人となっており，１９７５年から本格化した島根県の集

落振興対策の成果が一要因となっているが明らかとなっ

た．

こうした小規模であるが全国と比べて小規模な農業集

落の全域を法人の組織力により維持している島根県の組

織の場合，その存立基盤は，農地および農業用水の利用

がそこに住む人たちの判断で行うことが可能な地域であ

ることが明らかとなった．つまり，集落の農地への他集

落からの入作は少なく，最上流域に位置するために農業

用水利用を他集落の影響を受けずに利用できるという位

置に存在していることが明らかとなった．このような位

表７ 集落の農村生活構造

No. 集落名 A B% C% D% E% F% G H I J No. 集落名 A B% C% D% E% F% G H I J

１ 南 講 武 ６９ ８３ ８８ １３ － － a b b h １２ 門 田 上 １０ ３０ １０ － － － b b b f

北 講 武 ６１ ９０ ７７ ４１ － － a b b h 門 田 下 １０ ３０ １０ － － － b b b f

２ 堀 ２２ ９５ ７７ ５５ － － c b b h １３ 大 峯 破 １７ ７１ ６５ － － － a c c g

３ 大 八 川 ２０ ６５ ４５ １５ － － c c c e １４ 三 谷 下 ７ ７１ ７１ － １４ － a b c a

４ 上 槻 １４ ７９ ４３ １４ － － b c c f 三 谷 中 ９ ７８ ４４ ２２ － － a b c a

下 槻 １０ ６０ ５０ － － － b c c f 三 谷 上 ９ ７８ ３３ － － － a b c a

５ 神 代 １５ ７ ７ ７ － － b c c g １５ 下道川下 ８ ８８ ７５ ３８ － － b b f c

６ 門，瀬戸 １８ ８３ ５６ ５６ ６ － c b b g 下道川上 １２ ９２ ６７ ２５ － － b b f d

７ 迫 等 ２７ １００ ６３ ２２ ４ － c b b e １６ 奥 ヶ 野 ２０ ９０ ５５ ２０ ２０ ５．０＊ b d d e

武 智 等 ３０ ８７ ７７ ２０ ７ ３．３＊ c b b d １７ 三 歩 市 １４ ８６ ５０ ４３ ７ － b d d e

８ 金 山 等 ２６ ８１ ７３ ３８ － － a b b d １８ 下 組 １２ １００ ８３ ４２ １７ － b d d b

９ 日 の 出 １８ ８９ ６１ ２２ － － b b b e １９ 下 高 野 １２ ６７ ４２ ２５ － － b c c h

宮 の 部 １８ ５６ ５６ １７ － － c b b e ２０ 白 井 等 １６ ９４ ８１ １９ ６ － c c c h

横 見 １１ ７３ ５５ ９ ９ － c b b c ２２ 堤 田 ４３ ８４ ５８ ３７ ２ － a b c g

門 曲 １１ ５５ ５５ １８ － － c c c d ２４ 向 津 １０ ６０ ５０ ２０ － － b b c g

１０ 比 敷 ８ ５０ １３ － － － b c e c ２５ 桟 敷 ９ １００ １００ １１ － － a b b d

１１ 下戸河内 １８ ８３ ２２ １１ － － c c e d 島根県％ １００ ７３ ５７ １６ ２ １．４（０．４＊）

（資料） 表５と同じ
（注） A総農家（１００），B販売農家，C第二種兼業農家，D経営面積１～２ha，E２～３ha，F３（＊５）ha以上，G（DIDまで）a：３０分未

満，b：３０分～１時間，c：１～１．５時間，d：１．５時間以上，H （役場までの時間）・I（スーパーまでの時間）a：農業集落内，b：
同外・１５分未満，c：１５～３０分，d：３０分～１時間，e：１～１．５時間，f：１．５時間以上，J（寄合開催回数） a：寄合回数４～７回・
集落共同作業全戸出役義務，b：同・集落として管理しない，c：８～１４回・aと同じ，d：同・集落共同作業農家のみで出役義務，
e：同・bと同じ，f：１５回以上・aと同じ，g：同・dと同じ，h：同・bと同じ
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置にあるものの，経営規模，高齢化状態が他より格段に

良好ということではないものの，こうした地域資源活用

条件と最上流域ということから農業以外に就業機会の選

択幅が少ないことから農業生産，生活面で組織的対応を

迫られ，物的基盤が比較的容易であったために組織的対

応が可能になったのである．

注

１）このような集落研究の推移については，谷口憲治「中山間

地域農村・農林業における集落の役割」『農林業問題研究』

第３６巻第４号，２００１年３月

２）大規模農業経営進展のために集落機能が不可欠であること

は，谷口憲治「土地利用型農業経営の規模拡大等経営発展

方向―島根県簸川郡斐川町の場合―」『平成１４年度構造改

善基礎調査報告書』中国四国農政局，２００３年３月

３）集落研究については，注１）稿で指摘したが，近年，農業

水利慣行面から集落機能と日本水稲農業発展における主体

としての集落の役割を指摘した研究成果として，長濱健一

郎『地域資源管理の主体形成―「集落」新生への条件を探

る―』日本経済評論社，２００３年

４）新政策では，「望ましい稲作経営の展望」で示された「組

織経営体」の経営規模は，「一集落ないし数集落に相当す

る程度」とし，その解説では「３５～５０ha（主たる従事者が

３名の場合）」とある．新農政推進研究会『新政策そこが知

りたい』大成出版社，１９９２年，pp．８３－８４．

５）「」内と集落型農業法人については，島根県『農業法人（集

落営農型）育成マニュアル』http://www２．pref.shimane.jp/

noushin/houjin／．最近，特定農業法人の法人化前の組織形

態である特定農業団体も「担い手」として位置づけられて

いる．農林水産省『担い手の現状と施設の展開方向』２００４

年３月２２日（食料・農業・農村政策審議会企画部会資料）

http://www.maff.go.jp/www/counsil/counsil_cont/kanbou/nou-

son_seisaku.htm

６）島根県は，注５）の資料によると集落営農「１集落あるいは

数集落をひとつの単位として組織された営農組合等を中心

に，合理的な農業を展開していく営農のこと」と規定し，

組織内容により「共同利用型」，「作業受託型」，「協業経営

型」の三形態に分けており，２００３年度の集落営農アンケー

ト調査では，それぞれ１割，３割，６割としている．島根県

における集落機能による農業振興の必要性とその対応につ

いては，島根県農業振興課『島根県における集落営農の現

状と課題』２００１年．また，中山間地域等直接支払制度の集

落協定によりその組織化と法人化が進展している．島根県

農業経済課『平成１５年度中山間地域等直接支払制度の概

要』２００４年５月．

７）２００１年４月現在，「全国の特定農業法人数は７１で，内島根

県は１８で全国最多」であったが，２００３年度には，広島県

が最多で，次いで島根県が３２法人となっている．
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